
　　令和７年８月４日

稲沢市長　　加 藤 錠 司 郎　　

整理
番号

件名

施行
場所

期間

項及び稲沢市契約規則（昭和５７年稲沢市規則第３７号）第７条の規定

稲沢市公告第７０号

次のとおり価格競争落札方式による事後審査型一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１

に基づき公告する。

１ 一般競争入札に付する事項

工事内容　（予定価格は税抜き）

０１

Ｒ７橋梁長寿命化橋梁補修工事（その
１）（週休２日）

工種区分 土木一式工事

稲沢市高御堂一丁目地内 予定価格 金２４，６３９，０００円

１８０日間
最低制限

価格
有（事後公表）
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7 配置技術者の施工実績

令和２年４月１日から令和７年３月３１日までに、完了・引き渡した工事
官公庁及び特殊法人等の発注工事で、土木一式工事の主任技術者又は監理技術者
として経験を有する者

工期の半分以上かつ完了時まで従事した経験を有する者
直接的かつ恒常的な雇用関係（参加申出書の提出日以前に３か月以上の雇用関
係）がある者

企業の施工実績

令和２年４月１日から令和７年３月３１日までに官公庁及び特殊法人等の発注工
事で、元請として１件１，０００万円以上の土木一式工事を完了・引き渡した受
注実績があること。

地域要件 稲沢市内に契約を締結する本店、支店又は営業所があること。

建設業許可 特定建設業又は一般建設業(土木工事業)

5 総合評定値 土木工事業　　６００点以上

２．入札参加資格要件に関する事項

1 共通事項

 1.地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
 2.本市の入札参加資格者名簿に登載されている者であること。
 3.本市から指名停止措置を受けていない者であること。
 4.本市から暴力団排除措置を受けていない者であること。
 5.会社更生法に基づき更生手続開始の申立てをしている者でないこと。
 6.民事再生法に基づき再生手続開始の申立てをしている者でないこと。
 7.設計業務等の受注者又は当該受注者と資本若しくは人的において、
   関係がある建設業者でないこと。
※上記の「設計業務等の受注者」とは、次の者をいう。
　　藤コンサル株式会社

入札参加形態 単体

１．案件に関する事項

契約種別 建設工事

予定価格の事前公表の有無 有　　　金２４，６３９，０００円（税抜き）

最低制限価格の有無 有（事後公表）

請負期間 １８０日間

工種区分 土木一式工事

工事内容 橋梁補修 N＝1橋

整理番号 ０１

案件番号 第 R07NMK10109 号

件　　名 Ｒ７橋梁長寿命化橋梁補修工事（その１）（週休２日）

施行場所 稲沢市高御堂一丁目地内
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※　この入札公告に定めのない事項については、別添「入札説明書」によるものとする。

年度別支払限度額の有無 無

契約締結に関する事項 無

特に定めた契約条件

建設業退職金共済組合掛金相当分は、現場管理費に加算してある。
稲沢市週休２日工事実施要領に基づく、週休２日工事（発注者指定型）とする。

前払金の有無 有

中間前払金の有無 有（中間前金払と部分払についてはどちらか一方を選択）

部分払いの有無 有（中間前金払と部分払についてはどちらか一方を選択）

場　　所 契約検査課

建設リサイクル法 対象

現場責任者の特約条項 非該当

契約保証金に関する事項 納付を必要とする。

4 契約締結
予定日時 令和７年９月１０日（水）

入札に関する条件
入札の無効に関する事項
規則第１２条及び心得書第１６条に該当する入札は、無効とする。
なお、電子入札の場合は電子入札要領第１５条に該当する入札も無効とする。

５．契約に関する事項

契約書作成の要否 要（変更契約書含む）

ＶＥ案件区分 無

入札保証金に関する事項 納付を必要としない。

入札方法 入札書提出期間内に電子調達システムで入札すること。

入札回数 １回

7 開　　札
予定日時 令和７年８月２９日（金）　午後１時３０分

場　　所 契約検査課

工事費内訳書の有無 有

6 入札書提出期間
令和７年８月２７日（水）　午前９時００分から

令和７年８月２８日（木）　午後３時００分まで

落札方式 価格競争

技術資料の有無 無

４．入札に関する事項

入札方式 事後審査型一般競争入札

入札種別 電子入札

令和７年８月１８日（月）　午後０時００分まで

提出方法 受付期間中に契約検査課へ持参し提出すること。

回答期間
令和７年８月２２日（金）　午前９時００分から

令和７年８月２８日（木）　午後３時００分まで

令和７年８月２８日（木）　午後３時００分まで

閲覧及び
入手場所

電子調達システムからダウンロードすること。

7

設計図書
等に関す
る質問・
回答

受付期間
令和７年８月１８日（月）　午前８時３０分から

確認方法 電子調達システムから確認すること。

入札（現場）説明会 無

6 設計図書等

閲覧及び
入手期間

令和７年８月４日（月）　午後１時００分から

参加申込方法
電子調達システムにより、申込書を送信する。
なお、申込書を送信する際は、「入札参加申出書」（市指定様式）を添付ファイ
ルに登録して送信すること。

参加申込書受付票の発行
申込書の提出後に、「受付票」を電子調達システムより発行するので、確認する
こと。

4 契約条項
閲覧期間 公告の日から契約締結の予定日まで（開庁時間に限る。）

閲覧場所 市役所（本庁舎）２階　契約検査課

３．入札参加手続等に関する事項

1 参加申込期間
令和７年８月５日（火）　午前９時００分から

令和７年８月２６日（火）　午後４時００分まで



入 札 説 明 書 

 

 本入札についてはこの入札説明書によるものとし、入札説明書に記載のないものについては稲沢市契約規則(昭和５

７年５月１日施行。以下「規則」という。）、稲沢市電子入札実施要領（平成２１年４月１日施行。以下「電子入札要

領」という。）、稲沢市一般競争入札実施要綱（平成１９年６月１日施行。以下「一般競争入札実施要綱」という。）、

稲沢市最低制限価格取扱要領（平成２７年４月１日施行。以下「最低制限価格要領」という。）、稲沢市特定建設工事

共同企業体取扱要綱（平成１９年１１月１日施行。以下「共同企業体取扱要綱」という。）、稲沢市低入札価格調査取扱

試行要領（平成２７年４月１日施行。以下「低入札価格調査」という。）及び稲沢市入札者心得書(以下「心得書」とい

う。）によるものとする。 

 

１．案件に関する事項  

 「電子入札」の場合 

  本入札に参加を希望する者は、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ） 

 （URL https://www.chotatsu.e-aichi.jp/portal/index.html）（以下「電子調達システム」という。）により、設

計書、図面及び仕様書（以下「設計図書等」という。）を入手すること。 

 ☆「紙入札」の場合 

  本入札に参加を希望する者は、稲沢市ホームページ（URL http://www.city.inazawa.aichi.jp/ 産業・仕事＞入

札・契約＞一般競争入札の公告 参照）（以下「HP」という。）により、設計図書等を入手すること。 

２．入札参加資格要件に関する事項  

 [共通事項] 

 ・入札公告「共通事項」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

 (Ⅰ) 開札日に属する年度において、規則第５条第３項の規定により作成された当該年度の稲沢市入札参加資格者名

簿（以下「入札参加資格者名簿」という。）に登載されている者であること。 

 (Ⅱ) 本案件の入札公告日から開札の日までの間において、稲沢市指名停止取扱要領（平成１６年４月１日施行。以

下「指名停止要領」という。）に基づき、本市から指名停止措置を１日も受けていない者であること。 

 (Ⅲ) 本案件の入札公告日から開札の日までの間において、稲沢市が行う事務又は事業からの暴力団排除に関する合

意書（平成２７年２月９日付け稲沢市長・稲沢市教育委員会教育長・稲沢市病院事業管理者・愛知県稲沢警察署

長締結。以下「合意書」という。）に基づき、本市から排除措置を１日も受けていない者であること。 

 (Ⅳ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てがなされていない者又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に基づき再生手続開始の申立てがなされていない者である

こと。ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定

を受けた者で、再度の入札参加資格審査の申請を行い認定を受けた者については、更生手続開始又は再生手続開

始の申立てをなされなかったものとみなす。 

 (Ⅴ) 本案件に係る設計業務等の受注者又は当該受注者と資本若しくは人的において、関連がある建設業者でないこ

と。 

  (1)  「当該受注者と資本若しくは人的において、関連がある建設業者」とは、次の①又は②に該当するものをい

う。 

   ① 当該受注者の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資総額の１００分の５０を

超える出資をしている建設業者 

   ② 建設業者の代表権を有する役員が、当該受注者の代表権を有する役員を兼ねている場合における建設業者 

 [入札参加形態] 

 ・入札公告「入札参加形態」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

 ☆「共同企業体」の場合 

  共同企業体取扱要綱第３条及び第５条による共同施工方式とする。 



   なお、共同企業体の構成員の数については、本市の入札参加資格者名簿に登載されている者で、入札公告に示す

数により入札参加すること。 

   また、構成員は本案件において２以上の共同企業体の構成員となることはできない。 

 ☆「共同企業体」の場合の共通事項 

  (1)  共同企業体取扱要綱第４条第２号の規定による本案件の工事業種として営業年数が一般競争入札参加申出

書（以下「参加申出書」という。）の提出日まで継続して５年以上であること。 

  (2)  入札公告日から開札の日までの間において、本案件に入札参加を希望する構成員は、同一共同企業体の構成

員及び他の共同企業体の構成員との間に、以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。 

    （基準に該当するものの全てが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く。）。 

     なお、上記の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ることは、心得書第

１０条第２項の規定に抵触するものではない。 

   ①資本関係 

     以下のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又は再生手続が存続中

の会社である場合は除く。 

     (ｱ) 親会社と子会社の関係にある場合 

     (ｲ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

   ②人的関係 

     以下のいずれかに該当する２者の場合。ただし、(ｱ)については、会社の一方が更生会社又は再生手続が存

続中の会社である場合は除く。 

     (ｱ) 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

     (ｲ) 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

   ③その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

     その他上記①又は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

  (3) 企業体の結成は、共同企業体取扱要綱で定める特定建設工事共同企業体協定書によらなければならない。 

 [地域要件] 

 ・入札公告「地域要件」に示す用語は、次に定めるとおりとする。 

 ＜愛知県内＞ 

  本市の入札参加資格者名簿において、愛知県内に契約を締結する契約営業所として登載されている者 

 ＜愛知県一宮建設事務所管内＞ 

  本市の入札参加資格者名簿において、愛知県一宮建設事務所管内に契約を締結する契約営業所として登載されてい

る者 

 ＜愛知県尾張建設事務所管内＞ 

  本市の入札参加資格者名簿において、愛知県尾張建設事務所管内に契約を締結する契約営業所として登載されてい

る者 

 ＜稲沢市内＞ 

  本市の入札参加資格者名簿において、稲沢市内に契約を締結する契約営業所として登載されている者 

 ＜本店＞ 

  建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）上の主たる営業所（一般的には「本社」・「本店」の

ことをいう。） 

 ＜支店又は営業所＞ 

  法上の主たる営業所以外の営業所（一般的には「支店」・「支社」・「営業所」のことをいう。） 

 [建設業許可] 

 ・入札公告「建設業許可」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  「建設業許可」とは、法第３条の規定に基づく建設業の許可（許可の更新申請中のものを含む。）を受けているこ



とを示し、“特定建設業”の記載がある場合は、当該工事業種の特定建設業許可を必要とし、“一般建設業”の記載

がある場合は、当該工事業種の一般建設業許可を必要とする。 

 [総合評定値] 

 ・入札公告「総合評定値」に示す用語は、次に定めるとおりとする。 

 ＜総合評定値＞ 

  法第２７条の２３の規定による経営事項審査の総合評定値通知書（参加申出書の提出日に１年７か月を経過してい

ない最新の審査基準日）において、本案件の工種に係る総合評定値をいう。 

 ＜稲沢市外＞ 

  本市の入札参加資格者名簿において、稲沢市外に契約を締結する本店、支店又は営業所が登載されている者 

 ＜稲沢市内＞ 

  本市の入札参加資格者名簿において、稲沢市内に契約を締結する本店、支店又は営業所が登載されている者 

 [企業の施工実績]及び [配置技術者の施工実績] 

 ・入札公告「企業の施工実績」及び「配置技術者の施工実績」に示す用語は、次に定めるとおりとする。 

 ＜官公庁＞ 

  国、地方公共団体に限る。 

 ＜特殊法人等＞ 

  「特殊法人等」に該当する公共工事発注機関 

  本公告における「特殊法人等」とは、下記に掲げるものに限る。 

  (1)  国、県と同等の発注機関として認める「特殊法人等」 

   ① 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）第２条に規定されてい

る「特殊法人等」 

   ② 組織に県が加わっている特別地方公共団体（一部事務組合） 

   ③ 地方公社等 

    ア 地方道路公社法に基づく道路公社 

    イ 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）に基づき、都道府県が設立した「土地開発

公社」 

    ウ 地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に基づき、都道府県が設立した「住宅供給公社」 

   ④ 認可（指定）法人等 

    公共、公益施設を設置又は整備する機関で、個別の法律により国の認可、指定等を受けた法人 

  (2)  市町村と同等の発注機関として認める「特殊法人等」 

   ① 市町村が設立した（特別地方公共団体）一部管理組合 

   ② 個別の法律により市町村が設立した法人 

    ※ 特殊法人等の改革により、国の関連法人の名称、組織等が変更しているので注意すること。 

    ※ 旅客鉄道株式会社の各社は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成１３年政

令第３４号）第１条に規定がないため該当しない。 

    ※ 自治体が出資している法人（いわゆる第３セクター等）であっても、個別の法令により「公共工事」を発

注することが認められる法人に限る。 

 ＜企業の施工実績＞ 

  共同企業体の構成員としての施工実績の場合、出資比率が２０％以上で実績金額は出資割合で按分後の金額をいう。 

 ＜配置技術者＞ 

  本工事で配置する技術者は、工期の半分以上かつ完了時まで従事した経験を有する者で直接的かつ恒常的な雇用関

係（参加申出書の提出日以前に３か月以上の雇用関係）がある者 

 

 



３．入札参加手続等に関する事項  

 [申込書の提出期間]及び[申込方法] 

 ・入札公告「申込書の提出期間」及び「申込方法」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  申込書に必要な事項を入力し、参加申出書を添付ファイル（ファイル名は、｢会社名 参加申出書」（例：○○建

設 参加申出書）とする。）として送信すること。また、参加申出書は、HPに掲載されている様式を使用すること。 

  なお、期限までに提出しない者は、入札に参加することができない。 

 ☆「紙入札」の場合 

  参加申出書を契約検査課まで持参により提出すること。 

  なお、期限までに提出しない者は、入札に参加することができない。 

 ☆「共同企業体」の場合 

  単独企業用として利用者登録された代表構成員の代表者名義の ICカードで、特定共同企業体名により電子入札に

参加すること。申込書に必要な事項を入力し、参加申出書を添付ファイル（ファイル名は、｢特定共同企業体名 参

加申出書」（例：○○特定建設工事共同企業体 参加申出書）とする。）として送信した後に、すみやかに、共同企

業体取扱要綱第８条による特定建設工事共同企業体建設工事入札参加資格審査申請書（以下「審査申請書」という。）

を総務部契約検査課（以下「契約検査課」という。）まで持参により提出すること。 

  なお、参加申出書は、HPに掲載されている様式を使用すること。 

  また、審査申請書は、電子調達システムの入札情報サービスの入札公告に掲載されている様式を使用すること。 

  審査申請書の添付書類は、特定建設工事共同企業体協定書 様式第２（写）、委任状 様式第３、使用印鑑届 様

式第４（実印は不要とする。）を持参（電話、ＦＡＸ、郵送、電子メールなどによる提出は不可とする。以下、同様

とする。）により提出すること。 

  なお、期限（審査申請書については、入札公告「申込書の提出期間」の提出期日午後５時１５分）までに提出しな

い者は、入札に参加することができない。 

  ※「電子入札システム」の利用可能時間 

   日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び１２月２９日から

翌年の１月３日までの日（以下「休日」という。）を除く、午前８時から午後８時までをいう。 

 [契約条項の閲覧期間] 

 ・入札公告「契約条項の閲覧場所」に示す用語は、次に定めるとおりとする。 

  開庁時間とは、休日を除く、午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時までを除く。）をいう。 

 [設計図書等の閲覧及び入手場所] 

 ・入札公告「設計図書等の閲覧及び入手方法」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  本入札は、設計図書等の閲覧及び配布を電子で行います。電子入札の場合は設計図書等を電子調達システムの入札

情報サービスの入札公告からダウンロードすること。 

  なお、設計図書等がダウンロードできない場合などは、契約検査課へ問い合わせること。 

 [設計図書等に関する質問・回答] 

 ・入札公告「設計図書等に関する質問」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  質問（入札参加資格要件等含む）がある場合、質問書（任意様式）を持参により提出すること。 

  質問回答書について、電子入札の場合は電子調達システムの入札情報サービスの入札公告に掲載するので確認する

こと。 

  なお、質問の回答書に対する質問は、受付できない。 

４．入札に関する事項  

 [技術資料の有無] 

 ・入札公告「技術資料の有無」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  申込書に必要な事項を入力し、参加申出書を添付ファイル（ファイル名は、｢会社名 参加申出書」（例：○○建

設 参加申出書）とする。）として送信するとともに、総合評価技術資料（以下「技術資料」という。）を契約検査



課まで持参により提出すること。 

  参加申出書は、HPに掲載されている様式を使用すること。 

  また、技術資料は、電子調達システムの入札情報サービスの入札公告に掲載されている様式を使用すること。 

  なお、期限までに提出しない者は、入札に参加することができない。 

 ☆「紙入札」の場合 

  参加申出書及び技術資料はＨＰに掲載されている様式を使用し、それぞれ必要な事項を記入して契約検査課まで持

参により提出すること。 

 [工事費内訳書の有無] 

 ・入札公告「工事費内訳書の有無」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  工事費内訳書の有の場合、電子調達システムにより、入札書に必要な事項を入力し、工事費内訳書を添付ファイル

（ファイル名は、｢会社名 工事費内訳書」（例：○○建設 工事費内訳書）とする。）として送信すること。 

  なお、以下の場合は原則として無効となる。 

   ・内訳書に記載されている住所氏名に誤字・脱字がある場合 

   ・件名に誤記・脱字がある場合 

   ・入札書に記載される金額と内訳書の工事価格が異なる場合 

   ・工事価格の算出根拠に違算がある場合 

  また、工事費内訳書は、HPに掲載されている様式を使用すること。 

  工事費内訳書の無の場合、電子調達システムにより、入札書に必要な事項を入力し、「入札書」のみ送信すること。 

 ☆「紙入札」の場合 

  工事費内訳書の有の場合、開札日時に「入札書」と合わせて「工事費内訳書」を提出すること。 

  工事費内訳書の無の場合、開札日時に「入札書」のみ提出すること。 

 [入札保証金に関する事項] 

 ・入札公告「入札保証金に関する事項」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

 ☆「納付を必要とする。」の場合 

  規則第９条の規定に基づき、その見積もる入札金額の１００分の１０以上の入札保証金を納めなければならない。 

  なお、期限までに納めない者は、入札に参加することができない。 

 ☆「免除」の場合 

  規則第１１条の規定に基づき、入札保証金を免除とする。 

 [入札の方法] 

 ・入札の方法については、下記のとおりとする。 

  １ 本入札は、参加申出書の提出及び入札の手続を電子調達システムにて行い、紙入札は、原則行わない。また、

当該入札の実施については、電子入札要領及び一般競争入札実施要綱により行う。 

  ２ 電子調達システムの利用に際しては、電子調達システムの利用規約及び操作手引書等を熟読しておくこと。 

  ３ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金

額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

  ４ 入札参加者が１者である場合においても、原則として入札を執行するものとする。 

  ５ 談合についての情報があったとき又はその疑いがあるときは、入札の中止又は延期をする。 

  ６ 入札参加者は、本入札を辞退するときは、電子調達システムにより、入札書の提出期間内に辞退届を送信する

こと。 

 ☆「紙入札」の場合 

  １ 本入札は、一般競争入札実施要綱により行う。 

  ２ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額



（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金

額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

  ３ 入札参加者が１者である場合、原則として入札を中止するものとする。 

  ４ 談合についての情報があったとき又はその疑いがあるときは、入札の中止又は延期をする。 

  ５ 入札参加者は、本入札を辞退するときは、HP に掲載されている様式を使用して必要な事項を記入し、辞退届

を提出すること。 

 [落札者の決定方法]  

 ・落札者の決定方法については、下記のとおりとする。 

  １ 落札方式による決定方法については、下記のとおりとする。 

   ☆「価格競争」の場合 

    予定価格の制限の範囲内で最低制限価格要領による価格以上の入札価格のうち、最低の価格をもって入札をし

た者を落札候補者として事後審査を行い、入札参加資格要件を満たしていることが確認できた場合に、当該落札

候補者を落札者として決定する。 

   ☆「総合評価落札方式」の場合 

    本入札は、技術資料を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者を決定する。 

    また、低入札価格調査制度による調査基準価格を設定している。 

    最低価格入札者のうち、後記「☆☆総合評価落札方式に関する事項」で算定された評価値が最大の者を落札

候補者として事後審査を行う。ただし、調査基準価格に満たない価格の入札があった場合は、調査基準価格に満

たない入札によって契約の内容に適合した履行がなされるか否かを調査したうえで、落札者を決定する。 

    ただし、最低価格入札者であっても、落札者となることができない場合がある。 

    入札参加資格要件を満たしていること及び技術資料の内容が確認できた場合に、施行令第１６７条の１０の２

の規定により、学識経験者からの意見聴取の結果を経て、当該落札候補者を落札者として決定する。 

    なお、評価値の最大の者が複数いた場合は、くじ引きで落札候補順位を決定する。 

  ２ 開札後、落札候補者の入札参加資格要件の確認を行うため、落札者の決定は行わず、落札候補者決定通知書を

電子調達システムにより通知する。 

   ☆「紙入札」の場合  

    開札時において落札候補者を決定する。 

  ３ 落札候補者は、入札参加資格要件の確認を受けるため、一般競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）及び次の添付書類を開札の日から起算して３日以内（休日を除く。）に契約検査課まで持参により提出

しなければならない。ただし、最低の価格をもって入札した者でない場合でも、事後審査に必要な書類を求める

ことがある。また、確認申請書は、HPに掲載されている様式を使用すること。 

    なお、期限までに提出しないときは、当該落札候補者のした入札は無効とする。 

 「添付書類」とは、 

添 付 書 類 １ 工事施工実績 別紙（１） 

２ 配置技術者（主任技術者又は監理技術者）の資格・工事経験 別紙（２） 

３ 建設業の許可書の写し 

４ 経営事項審査（参加申出書の提出日に１年７か月を経過していない最新の審査基準日）

の総合評定値通知書の最新の写し 

５ 別紙（１）についての契約書の写し及び工事実績情報システム（CORINS）竣工時登録デ

ータの写し等。ただし、工事施工実績の業種及び規模・構造形式等の内容が確認できない

ときは、内容を確認できるものを添付すること。 



６ 別紙（２）についての契約書の写し（稲沢市発注案件は除く。）及び工事実績情報シス

テム（CORINS）竣工時登録データの写し等、配置技術者の法令による資格・免許等を証す

る書面の写し（監理技術者資格者証（表・裏）、監理技術者講習修了証（必要な場合に限

る。）、技術検定合格証明書等。なお、実務経験による者については、実務経験証明書） 

７ 配置技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係が確認できる書類の写し（監理技術者資格者

証（表・裏）又は健康保険被保険者証等） 

８ 技術資料に記載した事項が確認できる資料（総合評価落札方式に限る。） 

  ４ 落札候補者の事後審査の結果、入札参加資格要件を満たしていないことが判明した場合は、適格者が確認でき

るまで、次順位の低価格をもって入札した者を新たな落札候補者として事後審査を行うものとする。この場合は、

３の「開札の日」を「上位の落札候補者の審査が終了した日」と読み替えるものとする。 

  ５ 落札候補者が入札参加資格要件を満たしていない場合は、当該落札候補者に対して一般競争入札参加資格不適

格通知書（以下「不適格通知書」という。）に理由を付し通知する。 

  ６ 不適格通知書を受けた者は、その理由について説明を求めることができる。説明を求める場合は、その通知を

受けた日から起算して３日以内（休日を除く。）に、契約検査課にその旨を記載した書面を持参により提出する

こと。 

  ７ 総合評価落札方式の場合において、事後審査により、技術資料の記載事項に錯誤が判明し評価値の算定に有利

に働いていた場合又は建設業法に違反していることが判明した場合は、無効とする。 

  ８ 事後審査に必要な書類等に虚偽の記載をした場合は、指名停止措置を講ずることがある。 

  ９ 落札者を決定したときは、速やかに落札者決定通知書を電子調達システムにより通知する。 

 [入札回数] 

 ・入札回数は再度入札を含め２回とするが、予定価格を事前公表したものは１回とする。 

５．契約に関する事項  

 [契約保証金に関する事項] 

 ・入札公告「契約保証金に関する事項」に示す要件の詳細は、次のとおりとする｡ 

  １ 落札者は、本契約を締結するまでに、規則第３０条の規定に基づき、契約金額の１００分の１０以上の契約保

証金を納めなければならない。ただし、銀行等（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和

２９年法律第１９５号）第３条に規定する金融機関）又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法

律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社）の保証をもって契約保証金の納付に代

えることができる。 

  ２ 落札者が、次のいずれかの要件に該当するときは、契約保証金の全部又は一部の納付を免除するものとする。 

免 除 要 件 １ 落札者が保険会社との間に本市を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

２ 落札者から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結したとき。 

  ３ 保証債務履行の請求の有効期間は、保証期間経過後六か月以上とする。 

４ 契約保証金は、契約履行の確認後に還付する。 

 [契約締結] 

 ・予定日時に「議会の議決後本契約を締結する。」とある場合 

  本入札による契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定及び稲沢市議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和４１年稲沢市条例第１０号）第２条の規定による稲沢市

議会の議決を要するため、落札者決定後速やかに仮契約を締結し、議会の議決を経た上、本契約を締結する。 

 [建設リサイクル法] 

 ・入札公告「建設リサイクル法」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  「対象」の場合 

   本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）に基づき、分別解体等

及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられる工事である。 



   なお、対象建設工事の分別解体等の説明等に係る書類の提出にあたっては、迅速な契約手続きを行うため、落札

決定後直ちに提出をお願いするので、事前に書類の作成、提出の準備をしておくこと。 

 [前払金の有無] 

 ・入札公告「前払金の有無」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  稲沢市公共工事に要する経費の前金払取扱要綱（平成２年４月１日施行）第４条第１項及び第２項に基づき、支払

うものとする。 

 [中間前金払の有無] 

 ・入札公告「中間前金払の有無」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  稲沢市公共工事に要する経費の中間前金払取扱要綱（平成２７年４月１日施行）第６条第１項及び第２項に基づき、

支払うものとする。 

 [現場責任者の特約条項] 

 ・入札公告「現場責任者の特約条項」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  建設工事に該当しない工事（草刈り・溝浚い等）及び建設工事に該当する工種の当初設計金額が５百万円未満の工

事について適用する。 

  なお、この特約条項は契約図書に添付する。 

 [部分払いの有無] 

 ・入札公告「部分払いの有無」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  入札公告に「有」が記載されている場合は、工事請負契約約款に基づき部分払いを受けることができる。 

 [年度別支払限度額の有無] 

 ・入札公告「年度別支払限度額の設定」に示す要件の詳細は、次のとおりとする。 

  ☆「有」の場合 

   各会計年度の契約金額に対する支払限度額は、契約書を作成するときまでに落札者に通知する。 

６．その他の事項 

 ＜配置技術者に関する事項＞ 

 １ 配置技術者は、建設業法に基づき適切に配置するものとし、契約金額４，５００万円（建築一式工事は 

９，０００万円）以上の場合は、専任で配置すること。この場合、営業所における専任の技術者と兼務すること

はできない。 

 ２ 原則として、契約締結後の配置技術者の変更はできない。ただし、病気、死亡、退職等の特別な場合はこの限り

ではない。 

 ３ 工事工期が重複する複数の工事（他の機関の発注も含む。）に、同一の技術者の配置を予定している入札に参加

している場合は、それらの工事の入札のうち一つの入札の落札者又は落札候補者と決定された時点で、それ以降に

行われるその他の入札は辞退しなければならない。電子入札の場合は、入札書の提出期間内に、辞退届を送信する

こと。 

   なお、入札書を送信した後に辞退する事由が生じた場合、その旨を契約検査課に連絡し、速やかに辞退届を持参

により提出しなければならない。  

 ４ 配置技術者を配置することができないにもかかわらず、落札候補者を辞退しない場合は、指名停止措置を講ずる

ことがある。 

 ＜特定の不正行為に対する措置＞ 

 １ 本契約に関し、談合、贈賄等の不正な事実が判明した場合は、損害賠償を請求することがある。また、損害賠償

の請求にあわせて本契約を解除することがある。 

 ２ 本契約に関し、妨害又は不当要求を受けた場合は、警察へ被害届を提出しなければならない。これを怠った場合

は、指名停止措置又は競争入札による契約若しくは随意契約において契約の相手方としない措置を講じることがあ

る。 

 ＜共同企業体に関する事項＞ 



 １ 共同企業体取扱要綱第７条による共同企業体の構成員の出資比率は、均等割の１０分の６を下回らない範囲で自

主的に定めるものとする。代表構成員の出資比率は、共同企業体の構成員中最大とする。 

 ２ 共同企業体取扱要綱第１０条による共同企業体の有効期限は、本入札に落札した共同企業体については、本工事

が完了し共同企業体の精算が行われるまでとし、その他の共同企業体については、本工事に係る請負契約が締結さ

れるまでとする。 

 ３ 共同企業体取扱要綱第１１条による解散後の契約不適合責任は、本工事を完了し解散した後において、本工事に

契約不適合があった場合は、稲沢市工事請負契約約款に従って各構成員は、共同連帯してその責めに任ずるものと

する。 

 ＜その他必要な事項＞ 

 １ 提出書類等は返却、公表、他への利用等はしない。 

 ２ 契約を締結するまでの間に、落札者が指名停止要領の別表各号に掲げる措置要件のいずれかに該当することが明

らかになった場合又は合意書に掲げる排除措置の対象となる法人等のいずれかに該当することが明らかになった

場合は、契約を締結しないことがある。この場合、稲沢市は一切の損害賠償の責を負わない。 

 ３ 工事の一部を下請けによる施工とする場合は、できる限り市内建設業者を活用すること。また、建設資材や機械

を購入又はリースをする場合並びに物品等を購入する場合も、できる限り市内業者を活用すること。 

 ４ 下請契約に際しては、適正な価格で契約し、また下請代金は適正な期間内に支払う等建設業法等の関係法令を遵

守すること。 

 ５ 消費税率については、引渡し時点における消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）の施行内容によることとし、必要に応じて、引渡し時点における消費税率を適用して契約を変更す

るなどの対応を行うこととする。 

７．問い合わせ先  

  〒４９２－８２６９ 

  稲沢市稲府町１番地 稲沢市総務部契約検査課（本庁舎２階） 

  電 話：０５８７－３２－１１８１ ダイヤルイン 

  ＦＡＸ：０５８７－３２－１５２０ 

  メールアドレス：keiyaku@city.inazawa.aichi.jp 
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